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金融庁企業会計審議会
第2回サステナビリティ情報保証部会における議論の概要
企業会計審議会第2回サステナビリティ情報保証部会が2026年7月3日に開催され、企業会計審議
会の意見書の全体イメージが示され、その骨子について議論が行われました。

当部会の意見書と保証基準等の関係

 本公開草案の主なポイント

これまでの金融審議会のサステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループでの検討を踏まえ、
2026年4月24日の企業会計審議会総会において、保証業務実施者が準拠すべき保証基準や品質管理基準等のあ
り方について、企業会計審議会に「サステナビリティ情報保証部会」を新設し審議を開始することが決定されました。

第１回サステナビリティ情報保証部会の議論を踏まえ、金融庁の事務局から示された、以下の項目に係る「意見書の
骨子イメージ」を中心に議論が行われ、概ね方向性を支持する意見が聞かれました。
（１）我が国における基準のあり方・策定方法
日本公認会計士協会「サステナビリティ保証業務実務指針5000」等をもとに、金融庁において、監査法人・監査法
人以外のいずれの主体も遵守することができる基準となるよう適切な修正を加え、国際基準との調整内容を反映し
た上で、関係者（保証業務実施者・作成者等）の意見を踏まえて策定する方針。

（２）保証業務に関する重要な事項
保証業務の目的や実施の前提、保証対象・保証範囲、財務諸表監査人との連携等について、国際基準
（ISSA5000等）の要求事項の趣旨を踏まえて、意見書で明確化・整理すべき事項。

（３）国際基準との調整その他全般
ガバナンスに責任を負う者、部分保証、審査、引継・共同保証といった論点について、我が国の制度・実務に即した
取り扱いの明確化。

背景

概要

本部会において議論した主なポイント

2026年7月7日

サステナビリティ情報保証部会

意見書（基準の性格、策定のあり方）

 我が国において保証業務実施者が遵守すべき基準は、国際基準と整合性が確保された
保証基準等として、金融庁が関係者の意見も踏まえて策定する。

 策定及び将来の改訂にあたっては、我が国の実情を踏まえた国際基準との調整が必要と
考えられる場合には、企業会計審議会の審議を経て、結論を得ることが適当。

関係者（保証業務実施者・作成者等）との調整

サステナビリティ情報
保証基準

JSSA（ジッサ）5000

サステナビリティ情報保証
品質管理基準

JSQM1（注）

サステナビリティ情報保証
倫理・独立性基準

JESSA（ジエッサ）（注）

 改正金融商品取引法案において、サステナビリティ情報の
保証は、「内閣府令で定める基準及び手続によって行わな
ければならない」とされている。

 これを踏まえて、内閣府令において企業会計審議会が指
定する主体が策定した保証基準等とすることを規定するこ
とが考えられる。

 企業会計審議会（サステナビリティ情報保証部会）の意
見書において、金融庁を保証基準等の策定主体とすること
が考えられる。

日本公認会計士協会が策定したサステナビリティ保証
業務実務指針5000等をもとに、企業会計審議会の意
見書を踏まえて保証基準等を策定。

金融庁

企業会計審議会

総会

（注）サステナビリティ情報の保証に係る品質管理基準、倫理・独立性基準は、財務諸表監査における品質管理基準、日本公認会計士協会の倫理規則とは別
途策定。
参考：事務局説明資料（2026年7月3日）P9
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IS/BCMSそれぞれの認証範囲はこちらをご覧ください
http://www.bsigroup.com/clientDirectory
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金融庁のサイト

サステナビリティ開示・保証の最新規制動向
日本・ヨーロッパ・南北アメリカ・アジアパシフィックにおけるサステナビリティ情報の開示・保証の規制に関する最新動向を取
りまとめています。

企業会計審議会第２回サステナビリティ情報保証部会議事次第：金融庁
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